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先日、ある政党の幹部が対馬に来島され「島民を対象としている割引運賃を旅行者にも

拡大する一部改正案を今国会に提出する」と発言されています。 

旅行者を対象とすることは今の制度のなかでも法改正せずとも可能です。やらないのは、

そこまで拡大したら財源がいくらあっても足りないからです。代わりに工夫として旅行社

の旅行商品とした際には、運賃が実質的に商品代金のなかで割り引きされていて、むしろ

この交付金は「主に産業振興に充てる」ことを重点としています。前述の発言はきっと今

まで関心がなかったのでしょう。 

 

発行：前田哲也 〒852-8023 長崎市若草町 14-11  TEL095-840-9020     【HP】maetetsu.jp   FB【前田哲也】  

※まえてつ通信はご支援頂いている方にお送りしています。メール配信（ｶﾗｰＰＤＦ）へご変更、配信停止ご希望の方はご連絡ください。 

10 年間の時限立法である有人国境離島法は、３月末で平成 29 年４月の施行から７年が

経過するところ。同法は人口減少・産業の衰退が著しい本県離島の振興のため、同選挙区

の前国会議員が尽力し、上記のような「法律の建付け」で議員立法として当時成立させて

います。 
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目 標 （人） 実 績 （人） 

■雇用機会拡充事業等による新規雇用者数 

１，６５０ １，４６１ 

■新規就農者、漁業就業者数（年間） 

農） 502 529 

漁） 612 567 

■延べ宿泊者数（年間） 

５，２５９，０００ ４，０７９，０００ 

■航路・航空路輸送客数（年間） 

１５，８５０，０００ １３，２６４，０００ 
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私は２月議会の予算総括質疑で、法改正を３年後に控え、改めて新法による成果を質疑し

ています。 

交付金について、これまで本県では総額でどの程度活用してきたのか？ 

交付金の活用実績は（H29～R4 年度、6 年間）累計で １５１億円 

国境離島交付金を活用した取り組みの成果は如何か？ 

H29～R4 年度、6 年間で    ※下表参照 

しかしながら、離島の社会増減については、有人国境離島法施行以前には、離島全体で年

間に△1,000 人減少。Ｒ５実績では、五島市でＲ２以来となる社会増を達成したが、全体では

△608 人と前年より悪化。との答弁。 

私からは「令和８年に社会増減を±ゼロにする、という有人国境離島法の目標は高いが、

来るべき有人国境離島法の改正・延長に向けて、しっかりと成果をだし目標達成を目指して

もらいたい」との要望をしました。 

国境離島新法の改正は、当時、各省庁から財源を削って「力わざで財源を確保し」制定し

たもので、このままいくと３年後は逆に反転攻勢に遭い、時限立法の延長はかなり厳しいも

のと予想されます。県議会のなかでも危機感を持って質疑を行っているのはわが党だけです。 

私の、離島の振興は本県の重要課題という認識は、単に危機感だけでなく、離島の抱える

諸課題を解決することこそが日本全体の少子高齢化に対処する先進事例となっていく可能性

があり、その先頭を走る長崎県であってほしいという思いがあります。 

引き続き責任を持って延長に向け取り組んでまいります。 

 


